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医療・介護連携の取り組み

②取り組み(令和５年度)

①相談対応(令和４年度)

 相談件数・・・・716件（※参考：令和3年度 198件）

 相談者・・・・・ケアマネジャ―、社会福祉士、保健師、看護師、訪問看護師

 相談理由・・・・介護・福祉だけでは、課題解決が難しいため

 主な相談内容・・医療・介護サービスに関すること、訪問看護に関すること、受診相談・治療継

続に関すること、在宅療養生活の継続について、医療依存度が高くなったため、

家族の介護負担を必要とした、看取りについて など

【地域ケア会議の実施】
 在宅療養が必要な方に対して、本人がどのように生きたいかを尊重して実現できるように、支援

できるよう医療・介護の専門職がチームとなって情報共有を図った。
 開催件数・・・2件
 参加者・・・・本人・家族・加賀市医療センター主治医・外来看護師・地域連携センター看護師、

MSW・訪問看護師・訪問リハビリ職員・訪問介護員・福祉用具業者・通所介護職
員・ケアマネジャー・福祉事務所職員 など

【わたしの暮らし手帳（※）の普及啓発】

１ 加賀市医療センター（地域連携センターつむぎ）の主な取り組み

 市内病院の連携実務者に「わたしの暮らし手帳」の普及活動を行い、各病院において「わたしの
暮らし手帳」の普及啓発を行うことの検討を図った。

※認知症発症予防から人生の最終段階まで、認知症の容態に応じ、いつ、どこで、どのよ
うな医療・介護サービスを受ければいいのか、これからの流れをあらかじめ標準的に示し
たもの。ACPの要素も含んでいる。

２ 加賀市在宅医療連携推進協議会による主な取り組み

①医療・介護連携の課題把握、対応検討

 専門職間で意思決定支援の現状を整理し、本人の意思を踏まえた暮らしの継続を図る
ために意見を出し合い、今後の取組みの検討を行った。

 意思決定支援の先進的な取組みを行っている春日井市民病院：會津医師と意思決定支
援や日頃の悩み等についての意見交換を行った。

②医療・介護連携に携わる専門職の質の向上

 多職種連携研修会を開催し、事例を通じて実践力を高めることや、顔の見える関係性
を継続することで、多職種がチームとなって本人・家族の意向に寄り添った支援の大
切さを理解した。

 意思決定支援に係る研修会を開催し、本人が望む医療ケアを選択できるよう、意思決
定の支援方法を学んだ。

【医療と介護の連携ワーキング（第1回）】

【医療と介護の連携ワーキング（第2回）】

【かかりつけ医等認知症対応力向上研修会・地域リーダー研修会の開催】

1



サービス提供を断った（事業所として対応ができなかった）ケース

（N=127事業所）

※令和5年9月高齢者向けサービスの
供給量調査結果報告書から抜粋

医療依存度の高いケースの割合が大きい

（複数回答可）

介護サービス供給量調査から
調査の目的：介護保険事業計画・高齢者福祉計画の策定にあたり、現在のサービス提供体制及び今後の事業展開の把握を
調査対象 目的として、加賀市内で高齢者向けサービスを提供する２７法人（１２７事業所）を対象として実施。

医療と介護の連携における課題

 医療・介護関係者間において、本人や家族
の意思を尊重するプロセスが共有されてい
ない場合がある。

 インスリン注射や人工透析等が必要な医療
依存度の高い方等の支援体制強化する必要
がある。
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医療・介護連携の今後の取り組み

目 標

取り組み１

取り組み２

施設等での安心した療養生活ができるように、医療機関から退院され
た医療依存度の高い方等への支援体制の強化を図る。

医療・介護関係者に意思決定支援に関する研修会等を実施し、本人や
家族の意思を尊重した支援を目指し、多職種による連携を図っていく。

医療・介護従事者が、人生最終段階において、本人や家族の意思を尊
重された支援ができることを目指す。
また、医療依存度の高い方等への支援の充実を図り、切れ目ない医療

と介護の提供体制の構築の推進を目指す。
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加賀市医師会

加賀市薬剤師会

加賀市歯科医師会

病 院

加賀市介護サービス事業者協議会

行政（加賀市）

在宅医療連携グループ

「加賀市在宅医療連携推進協議会」

加賀市における在宅医療・介護連携の推進
平成25年度から、加賀市医師会をはじめ市内の関係団体・機関が⼀体となって、在宅医療・介護の
連携促進の取り組みを実施。平成27年度からは地域⽀援事業の「在宅医療・介護連携推進事業」の
事業項目を協働して実施している。

医師会をはじめ、在宅患者本
人と家族を支える関係団体・

機関が互いに協⼒

診療所、
歯科診療所

訪問看護
ステーション

薬 局

本人・家族
市役所・地域包括支援セ

ンター

介護サービス事
業所

病 院

※在宅医療連携グループ
「石川県医療計画」（平成25年4月）に定めるもの。地域における在宅医療・連携の関係者等が連携
して推進に取り組む。医療計画では、人口７万～10万人に１グループ設置としている。

参考資料

加賀市在宅医療連携推進協議会

医療・介護連携の課題把握、対応検討 （医療と介護の連携ワーキング）

① 医療と介護の連携が目指
す方向の共有

② ①のために自分たち専門職
ができることを考え、取り組む

⇒医療と介護の連携の課題に
ついて、自分たち（当事者どう
し）で課題解決する自主的な取
り組みができる

目的

医師、歯科医師
薬剤師
看護師
・訪問看護ステーション
・病院（退院支援）
・病棟
・地域連携部門

主任ケアマネジャー
・居宅介護支援
・小規模多機能型居宅介護

介護福祉士・訪問介護員
・訪問介護
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

構成

ワーキンググループ

これまでの検討会等で出された各職
種やサービス、住民の強みや弱み、
問題点等をもとに課題解決に向けた
取組等を検討

地域連携センターつむぎの相談内容
等からも課題を抽出

研修会、事例検討会等、必要な対応
の検討 （次年度以降の計画含む）

在宅医療資源情報（アンケートのまと
め）の検討

実施内容

市の有識者による会議

加賀市地域医療審議会

構成（関係団体・機関の代表者）

○加賀市医師会 ○加賀市介護サービス事業者協議会

○加賀歯科医師会 ○病院

○石川県薬剤師会加賀支部 ○加賀市社会福祉協議会

○石川県南加賀保健福祉センター ○加賀市各種団体女性連絡協議会

○行政（加賀市）

市が中心

となって各
団体・機関
で共有

課題や今後の取組の方向性の検討及び確認

推進の体制

報告
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（１） 「地域住民」はこうなると良い

①本人の望む暮らし
 患者・利用者本人の思いが家族や医師等の支援者に届いている。
 在宅を希望する人が、最期まで家で暮らすことができる。

②地域住民とかかりつけ医の関係
 地域住民が、地域のかかりつけ医（医療機関）を持っている
 自身の健康について、かかりつけ医（医療機関）と気軽に相談できる関係を築いている

③在宅医療・介護の情報・相談体制の理解
 住民が医療や介護サービスに関する情報が得やすい手段や場所がある
 本人や家族が気軽に相談できるところがある
 それらが住民に知られている

④地域の理解、協力
 病気等になっても在宅で生活する人に対して、周囲の人の理解や協力が広まっている

加賀市における在宅医療の将来像・目指す姿
※加賀市在宅医療連携推進協議会（市内の医療・介護関係者による意見交換会や検討会等）を通じて、加賀市の在宅医
療と医療・介護連携に係る課題や理想、今後の取組等について意見を交わしたことを整理したものです。

（２） 「在宅療養の支援体制」はこうなると良い

①通院が困難な人にも、本人の生活に必要な医療・介護が届けられる体制
 訪問診療、訪問歯科診療、訪問看護やリハビリ、服薬管理など、在宅生活を望む人が利用
できる支援体制がある

②必要なときにはいつでも対応できる体制
 緊急時などに必要に応じて医師や看護師が訪問できる
 休日や夜間でも電話等で相談することもできる
 増悪時には地域の病院で受け入れられる

③家族等の負担が軽減される支援体制
 レスパイト入院やショートステイなど、家族が休むことができる支援体制がある

（３） 「医療と介護の連携」はこうなると良い

①医療と介護の相互理解
 医療機関・介護事業所が互いの役割や機能を理解している
 互いのサービスや制度について知識を持っている

②同業種、多職種の“顔の見える関係”
 多職種が必要なときにスムーズに連絡を取り合っている
 かかりつけ医と専門医や病院の医師といった同業種の連携を図っている
 患者・利用者の状態や検査・薬の情報等が、支援者の間で必要時に共有されている

 退院時のカンファレンスやサービス担当者会議などに支援者が参加し、カンファレンス等を
通じて、患者・利用者の生活課題や支援の目標などを共有している

※平成28年度加賀市在宅医療連携推進協議会(幹事会)より
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実績❶ 在宅医療の資源の把握と共有

 加賀市の在宅医療の資源情報について、令和元年度から新規データベース（加賀
市在宅医療連携推進協議会ホームページ）を作成して、データベース上に資源情
報を掲載しています。

 資源情報については、随時更新しています。
 活用状況のアンケート調査を実施し、更なる活用の検討を図っています。

【在宅医療情報リスト】

【医療と介護の連携ワーキング（第1回）】

意思決定支援の先進的な取組みを行っている春日井市民病院：會津医師にお越し
いただき、意思決定支援や日頃の悩み等、意見交換を行った。

【医療と介護の連携ワーキング（第2回）】

「市民が治療ケアを選択できるために今できること」をテーマとして、専門職間
で意思決定支援の現状を整理し、本人の意思を踏まえた暮らしの継続を図るために
意見を出し合い、今後の取組みの検討を行った。

実績❷ 医療・介護連携の課題把握、対応検討
（医療と介護の連携ワーキング）
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① 事例を通じて実践力を高める

 他の職種との連携
事例を通じて、様々な職種が連携していくための方法や、他の職種の支援に対する考え方を学んだ

 本人の意向に寄り添った支援
本人の意思を尊重した支援を学ぶことが出来た

② 顔を合わせて話ができる機会をもつことで、多職種によるチームケアにつながる
（意見の言い合える関係をつくる）

 多職種の顔の見える関係の広がり
医療側と介護側とで相互に理解を深めることが出来た
介護側は他の職種との話し合える関係性ができた

 多職種によるチームケアの大切さ
多職種がチームとなって、本人・家族の意向に寄り添った支援をする大切さが分かった

実績❸ 勉強会の成果

（参考） 医療・介護連携の研修会（令和5年度）

実施日 事例内容・ミニレクチャー 形式
参加
者数

講師等

R5.11.29
（第1回）

認知症の人が体験している世界観
をメタバース（仮想空間）で体験
しよう

グループワーク 34
南加賀認知症疾患医療センター
医師 喜多克尚 先生

R6.2.16
（第2回）
※能登半島地
震の影響のた

め中止

認知症初期の方で家族支援が必要
なケース

アルツハイマー病新薬「レカネマ
ブ」を学ぼう

グループワーク －
加賀温泉駅前こころクリニック
院長 長谷川英裕 先生

【目的】
①医療機関の主治医等が適切な認知症診断についての知識、技術を習得すること。また、認知
症のある方やその家族からの相談を受け、適切なアドバイスが出来るようになること。

②事例検討を通じて、かかりつけ医、看護師、介護支援専門員など様々な職種が連携していく
ための方法や他の職種の支援の考え方を学ぶこと。また、地域で認知症のある方を支えていく
ための方法や他の職種の支援について学ぶとともに、医療・介護関係者間で顔の見える関係を
つくる。

●かかりつけ医等認知症対応力向上研修会 地域事例検討会
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在宅医療連携リーダー研修会

「意思決定支援」
～本人が選択できる支援～

令和５年１０月２０日（金）

会場 加賀市医療センターKMCホール及びZoom配信

講師 會津 恵司 先生

（春日井市民病院緩和ケアセンター兼がん相談支援センター 部長）

あいづ けいじ

日時 午後７時００分～

 ご本人のこれまでの生活と今の思い、これから
への思いを丁寧に聞いていきたいです。

 日々の関わりが重要になる事が勉強になりまし
た。また、記録にも残すよう取り組みたいと思
います。

 何度も話し合いをして、本人の思いを知ってい
きたいと思った。揺れる気持ちに寄り添って支
援をして行きたい。

参加者アンケートから
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